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経済政策の目的 (1) 
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はじめに
小論では，一般経済政策論（別稿該当箇所参照）の中核を成す経済政策の目
的について体系的に論及することが主眼である。
わが国のいわば組織化された資本主義経済体制のもとで形成されている経済
社会体制の中で相互関係を保ちながら経済政策活動が展開されている。経済政
策活動は一般に意図したある所与の状態を変化させようとするから，経済政策
活動は「経済政策の目的」（以下では，政策目的と略記する。）に関連している。
経済政策活動はまずどのようにして，またどのような政策目的を設定するので
あろうか。この政策目的を設定する場合に注視すべき問題としていかなる問題
があるのであろうか。その場合特に問題となるのは政策目的の設定に関わる価
値判断問題であるから，この問題も考究する必要がある。経済政策の基本目的
とは何であろうか。様々な政策目的はどのように整序していわば政策目的の目
録を作れるであろうか。このような目的目録を活かして体系化を図る必要があ
る。その際，政策目的問にはどのような関連性があり，相互作用があるのであ
ろうか。政策目的実現のためには，政策目的は対立し，衝突し，競合するが，
この目的競合を体系的にいかに考えればよいのであろうか。この目的競合があ
っても，実践的経済政策（別稿該当箇所参照）ではその目的競合をどのように
調整すればよいのであろうか。これらの問題意識を明白にしようとして論及し
た小論は，方法論的にみても，一つの「経済政策目的論J の展開を試みたもの
であるとともに，一つの斬新な方法論的思考を提示したものである。
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この試みに当たり，まず第1節では，政策目的を設定する際の一般的な問題
として何があるのかを考える。第2節では，政策目的の設定に関わる価値判断
排除問題を考える。第3節では，経済政策の基本目的ないし本質目的を説明す
る。第4節では，政策目的の整序と目的目録の体系化を試みる。第5節では，
政策目的聞の関連性と相互作用を説明する。第6節では，政策目的の競合を明
確にし，その体系化を企てる。最後の第7節では，政策目的の両立性ないし整
合性の可能性を検討するとともに，実践的経済政策の場合の政策目的の調整を
考える。
第1節 政策目的設定の一般的問題
政策目的の設定に当たって，どのような一般的な問題があるのであろうか。
本節では，まず最初に，経済政策の目的は経済政策の担い手，手段とともに，
「一般経済政策論J の重要な構成要素であることを改めて指摘する。第2に，
経済政策形成過程において経済政策の担い手や経済政策決定者が政策目的の設
定に際してどのような目的意識を持っているのかをあらかじめ捉える。第3に，
政策目的の設定に関わる一般的な問題点を挙げる。このような方法論的考察方
法は小論の諸節の展開に先立つて認識しておくべきことであると考える。
1 経済政策の構成要素である目的
政策目的は経済政策活動のいわば行進を示すものである。一般に経済政策活
動を行うためには，経済政策の担い手や経済政策決定者の一つである主務官庁
が実行したいこと，従ってどのような条件のもとで経済政策の担い手や経済政
策決定者が望ましい状態を保つのかを考えることが先決であるJ経済政策目的
論」は「経済政策は何を望むことができるのか」という問題を論及するもので
あるからである。その限りでは，論者の数だけ経済政策目的論や経済政策の「目
的」の定義があるわけである。例えば，トゥーフトフェルト（E.Tuchtfeldt）は
目的とは政策的に望ましい状態に関する概念であると定義する。何が望ましい
のかについては，経済政策の担い手や経済決定者の数だけ見解があるD 特に，
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価値判断論争に従って経済政策目的論に没頭して見解を持つことはすでに特定
の方法で確定されていた。その考察可能な様々な政策目的を取り扱い，その操
作可能性の問題を議論し，一つの政策「目的の束」の中で政策目的問の諸関係
はその一貫性を検討している。と同時に，政策「目的競合」の矛盾した諸関係
はわかりやすい主要な関心事である。また，「経済政策の目的体系の構造J分析
を行うことも政策目的分析において重要な問題領域である。
しかし，「今日 r目的関数』という表現を用いても，実際には大抵の場合明白
に異論なく設定されたいかなる政策目的も見つけることはできない。多数の政
策目的は政策的な支配関係と機会を考慮することは多かれ少なかれ明白に具体
化される陳述的な『無意味な形式』にすぎない。」このことは政策「目的の束J
を大きく拡大したものである政策「目的の古典的な三角形」，すなわち，自由，
公正，福祉とともに，政策「目的の魔法の三角形」，すなわち，経済安定の前提
となる完全雇用，物価安定，国際収支均衡で確認できる（小論第4節参照）。そ
れに経済成長を加えれば，政策「目的の魔法の四角形」となる。さらに，政策
目的体系が構造政策，すなわち，所得や富の分配政策，部門別構造政策，地域
別構造政策，インフラ政策などの方向へ拡大されているので，今日ではすでに
政策「目的の魔法の多角形」となっている。
文献で目的目録に言及しているのは，例えば，ピュッツ（T.Putz ），ダー
ル（R.A. Dahl），リンドプローム（C.E. Lindblom），ゼラフィーム（H.-J. 
Seraphim），キルシェン（E.S. Kirschen），ハチスン（T.W. Hutchison) , 
ゲフゲン（G.Gafgen ），シュナイダァ（H.K. Schneider），クリューガア
(R. Kruger），マインホルト（W.Mei叶iold），メーラァ（F.Mehler），ツ
ィッン（K.G. Zinn) , トゥーブトブエノレト（E.Tuchtfeldt），オーム（H.
Ohm），シャツハトシャーベル（H.G. Schachtschabel），イエール（W.A. 
Johr），ジンガァ（H.M. Singer），シラァ（K.Schiller），クラインへンツ（G.
Kleinhenz），ペストン（M.H. Peston），タイヒマン（U.Teichmann）などで
ある。これらの代表的な文献は政策目的を明白にし，科学的視点、から判断しょ
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うとしている。政策目的の設定は経済政策の担い手や経済政策決定者の合理的
な行動を決定するのに役立つからである。
これらの文献に関連して，二つの新しい問題領域を考えることができる。シ
ュナイダァによれば，政策目的の形成過程を問題視する必要がある。それは政
策目的体系を前面に押し出しているからであるo政策目的体系の構造に関する
慣例的な諸問題とともに，二つの新しい問題領域，すなわち，経済政策の目的
競合，政策目的の形成過程を考究するためには，経済学を適用するだけでは限
界がある。その際，大抵の場合，政治学や社会学の適用も今日では不可欠にな
っている。さらに，組織理論も決定理論もそれらの問題の考察には重要な役割
を果たしている。経済政策の担い手や経済政策決定者はある特定の条件のもと
で何らかの決定を行う組織体系を構築しているからである。また，経営学にお
ける最大利潤追求の目的も容易に経済政策目的論に移行できるものと思われる
が，やはり政策目的の競合とその形成過程が問題となる。
「経済政策論は今日ある政策目的体系の構造，従ってそれと結び、ついた諸問
題に制限されず，政策目的体系も前後の段階をそれらの解釈に導入しなければ
ならない。」つまり，本質的には前述の近隣諸学の問題領域の研究成果を礎石と
することができる。
2 経済政策形成過程における経済政策の担い手や経済政策決定者の目的意
識
経済政策決定過程における政策目的は経済政策上望ましい状態に関する概念
である。このように政策目的の概念を捉えれば，経済政策の担い手や経済政策
決定者（両者の違いは別稿の第2節参照）はその望ましい状況について明確で
間違えようのない概念を考えるべきであろう。このことは大抵の文献では仮定
されていることであるJ合目的的な理由から経済政策の決定を行う様々な経済
政策の担い手や経済政策決定者を一般化した形で抽出し，そのような経済政策
の担い手や経済政策決定者の行動を仮定している」が，実際にはそのような場
合は滅多にない目的意識の様々な程度を示している。むしろ経済政策の担い手
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や経済政策決定者はその政策目的の概念の具体的な内容についても多数の政策
目的間の諸関係についてもわかっていない場合が多い。その諸関係の中の重要
な政策目的の競合は実際には政策目的体系を再検討し，場合によっては政策目
的間の優先権を検討するための動機を与える状況である。
経済政策の担い手や経済政策決定者の政策目的設定行動では前もって目的意
識を持つ目的意識の様々な種類を決める政策目的の形成について最も広義の仮
設を立てる必要がある。ホップマン（W.G. Hoffmann）はその相互関係を三
つの目的意識，すなわち，①自然なありのままの目的意識，②体系的な目的意
識，③教義的な目的意識に区分している。
① 自然なありのままの目的意識
この目的意識は何よりもまず合理的な省察不足から生じている。この目的意
識は，「伝統からであれ他の側面からであれ，つまり組織集団ないし結合の機能
をしばしば利益を求める公益（公共の福祉）が納得のいくと思われる議論から
であれ，あるいは単に模倣本能からであれ，反批判的に転用されているu ここ
では，その形成が模倣本能のおかげである典型的な威信の影響が問題である。
さらに，そのような自然なありのままの目的意識は経済発展のあらゆる段階や
社会において直面する意識である。この目的意識は多くの開発途上国の工業発
展計画の目的にみられるが，非現実的なものである場合が多い。
②体系的な目的意識
この目的意識はどちらの政策目的を選択すべきかを熟考した結果であること
を示唆すべきものである。経済政策の担い手である国家や経済政策の担い手と
もなる組織集団ないし結合はそれぞれの立場で様々な政策手段の投入を考えて
特定の政策目的の実現可能性を検討し，一つの計画を決定する。その二者択一
の視点に批判的考察を加えるためには，それに対応する経済主体の能力と経済
的発展方法が前提条件として必要である。しばしば事実判断の方法で残るもの
は判断形成の可能性の背後に生じるものである。経済的方法の発展の際には，
個人あるいは国家あるいは組織集団ないし結合へ事実判断の優れた基礎を提供
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する行動を考えている。この場合の行動では，「量的な政策目的」をめぐる行動
が問題である限り，例えば，マクロ経済の一部の量的モデルはミクロ経済的決
定もマクロ経済的決定の再検討を可能にさせるものである。さらに，科学的認
識の状態が広く行き渡れば，二者択一の可能性の批判的検討と特にその前提と
した結果は技術的にも実施可能である。例えば，「量的な政策目的Jはマクロ経
済モデルを用いて一貫性の検証に従っている。
このような能力，方法，事実判断に基づいて，政策目的の一貫性を相互に高
める体系的な政策目的の概念が生れる。他方，政策目的の概念の多種多様性は
広がっていき，多数の政策目的の調整の可能性はむつかしくなる。この場合に
は経済政策の担い手や経済政策決定者の手段と多元社会ないし共同社会の利害
の一致は拡大できる。
このようなホップマンの意味の体系的な目的意識が今日実際には広く一つの
目的を形成するという確定の正しさが認められていると考えられている。その
実現は多くの困難を対時させている。多元社会ないし共同社会では政策目的に
関して妥協を示すので，経済政策の担い手や経済政策決定者の「体系的な目的
意識」は一般に達成可能である。この問題は当然あるわけである。
まず第一に，何はさておき経済政策の計画段階では二者択一における思考は
当然次第に強く実施されていくであろう。次に，科学的経済政策（別稿該当箇
所参照）の観点からみれば，確かに不満足な状態である。「この不満足な状態で
は，利害は今日政策目的の形成過程をより多く適用するというより広範な原因
があるかもしれない。」
③教義的な目的意識
この目的意識は経験では大きな困難を与えているものである。この目的意識
の特徴はイデオロギ－的根拠からみて政策的に望ましいことに関する正当な見
解だけを要求するところにある。先験的に教義的な目的意識は二者択一的な解
釈を閉じ込める場合が多い。このような教義的な熟考から政策目的を設定する
ことは，二者択一的な議論をしない単一の政党が支配するか，全体国家にみら
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れる場合である。このような国家の全体主義的な改革が危険であることはわか
る。また，教義的な目的意識の多数の例は開発途上国の場合にみられる。さら
に，この目的意識の硬直性は経済政策上困難な問題をめぐる国際協調にもみら
れる。この意味で，この目的意識がどのように実現するかはそのかなり硬直的
な性格に関わり，個人，国家，組織集団ないし結合，あるいは超国家的な機関
や団体と同様に，その時々の上位に階序づけられた経済政策の担い手や経済政
策決定者の中でもとりわけ主務官庁が与件として考慮することである。
3 政策目的の設定に関わる一般的な問題点
経済政策の担い手や経済政策決定者が政策目的を設定する場合には，いくつ
かの基本的な問題点がある。まず，このことを前もって留意しておく必要があ
る。経済政策の担い手や経済政策決定者は目的意識を持ち，その目的意識の特
定の異論のない階序を作るための合理的行動を求められているので，政策目的
の階序を実現させるために，様々な計画の費用を考慮する。
(1) 個人の目的と多元社会ないし共同社会の目的の統合策
この問題を考究する前に，個人の目的をどのようにして多元社会ないし共同
社会の目的に統合するのかという重要な先決問題を説明する必要がある。この
場合，社会的厚生関数の議論が重要である。個人の目的を判断する場合と同様
に，「経済政策の客観d性」という問題の場合には，該当する科学もその説明がで
きないかもしれない。ある仮定，それも極めて制約されたまったく非現実的な
仮定を設げれば，個人の選考から経済政策の担い手や経済政策決定者に利用で
きる社会的効用の階序を導くことができる。社会的効用関数の目的にできるだ
け近づけるためには，従って多元社会ないし共同社会の一部に対する政策手段
の効用範囲も多元社会ないし共同社会の他の部分に対する消極的な結果も考慮
する必要がある。そのためには，どのようにすればよいのであろうか。その際，
組織集団ないし結合の目的が個人の目的を承諾しない場合には，個人の利害を
十分に顧慮しないであろうし，その偽りの利害に対比して個人の利害を十分に
理解するであろう。民主国家では基本的に二つの実践的な解決がある。
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その一つの可能性は，多元社会全体あるいは該当する多元社会だけが特定の
個々の構想、を調和させる点にあり，公共の福祉に関わるあらゆる調和の要求は
すべて同様な比重を持つという点にある。
もう一つの可能性は，大抵の民主国家で使われた実践では，個人，国家，組
織集団ないし結合，政党などが提案した特定の経済計画であるという点にある。
国家があらゆる場合に求める経済政策，様々な組織集団ないし結合が求める経
済政策はある特定の自主性や独立性を明示している。政策目的の設定の自主性
を感じているほど，少数の見解と多数の見解の差が広がる。この問題にしばし
ば言及するのは，国民が専門的な理由から体系的な経済政策の見解を持ち，本
来の方法で議会で決定する目的を発現させる場合であるo この重要な予定条件
は，特定の組織集団ないし結合，あるいは政党の実際の目的が率直に自由に表
わされ，イデオロギーでは表わされないということである。このイデオロギー
には決定的な問題と大した相互関係がないからである。そうであっても，政策
目的の固定化は異なる階序の意味で多くの見解を前提とするので，国家は独断
で政策目的の実現を図らざるを得ない場合が多い。さらに，政策手段の執行の
際にはあらゆる場合の専門技術的認識を前提とするので，政策的な決定を準備
するために，物的条件付きの協議会や委員会などのあらゆる個人集団の最大限
の利害を知仏国家の管理の内外で特殊な課題を合目的的でないか否かという
問題を提出する必要がある。いずれにしても，そのような事実判断の方法で行
うという見解は政策的な決定が議会の妥協に基づいてのみ実現する場合よりも
多いであろう。
(2) 政策目的の科学的問題設定の対象
次に，ピュッツによれば，政策目的には基本的に二つの異なる科学的な問題
設定の対象がある。つまり，経済政策はこれまでに実際にどのような目的を設
定してきているのかということである。経済政策はどのような目的を設定しよ
うとすべきであろうか。一般経済政策論は学問としての経済政策あるいは理論
的な学科であるから，経済政策は客観的に義務のある目的を探究しようとして
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いると言って差し支えない。また，科学的経済政策（別稿の第3節参照）の価
値判断の可能性に関する詳論では，経済政策目的論の認識論的基礎を取り扱っ
ている。
経済政策の担い手や経済政策決定者は経済政策の本質に従って多元社会ない
し共同社会の名称で国家的に組織された国民の代表者として扱うべきであろう。
しかし，経済政策の担い手や経済政策決定者は実際には多元社会ないし共同社
会全体に何の役に立つのか，何をどのようにして扱い，決定するのか。経済政
策の担い手や経済政策決定者が唯一のあるいは特定の比較的小さなあるいは比
較的大きな組織集団ないし結合の利害で取り扱うというリスクをどのようにし
て避けるのか。経済政策の担い手や経済政策決定者は利害の抗争を伴う経済政
策をどのように調整することができるのか。これらの問題の解決は実際には
様々な方法で試みられている。民主国家では大多数の国民のその時々の意見や
世論は経済政策に決定的な影響を及ぽすものとなるべきである。政治家は多数
の国民の意見を代弁するだけでなく，世論に影響を与えようとしている。民主
国家の体制でも多元社会全体ないし共同社会全体の観点から責任感のある政治
家はそのような大多数の国民から常に知られているが，場合によっては排除さ
れることもある。「経済政策は個人及び個々の集団の願望の隔たりを認めざるを
得ないとすれば，経済政策は確かな方法で結びついている。」
経済政策の担い手や経済政策決定者は，客観的に成り立つ経済の本質目的が
その時々の歴史状況に伴って具体化し，そこに近づいた具体的な経済政策の利
害を経済政策の本質目的と一致させようとする。この点に経済政策の担い手や
経済政策決定者の課題がある。経済政策の担い手や経済政策決定者は存在当為
の本質目的に関して自己の見解を明らかにし，また他人の見解の主観的な意見
も明らかにする。個人の意見の範囲から一般妥当な認識面で存在当為や政策目
的の問題を取り上げる根本的な可能性を与えるものがある。それは経済政策の
科学的解明，つまり科学的なものの見方や考え方に基づいて一般経済政策論を
解明することである。
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経済政策の目的，原則及び方法の科学的解明だけがその時々の経済政策の担
い手や経済政策決定者の人的偶然に依存しないし，何らかの利益が得られる経
済政策を実施することができる。
この点についてはマックス・ヴェーパァ（M.Weber）やゾムバルト（W.Som” 
bart）などが中心となって展開した価値判断排除か否かに関する価値判断論争
において認められたことがある。
ミュルダール（G.Myrdal），ブラウン（M.S. Broun），ヴァイサァ（G.Wei-
sser）などは，経済全体の「終局目的」の客観的な確証の不可能性について詳細
な論拠を与えようとしている。それには洞察力のある解釈が明確に示されてい
る。しかし，それと並んで，大多数の新旧の論者は科学的な政策目的の設定の
可能性を肯定する。この論者は三つの類型に区別することができる。
第1の類型の論者は，経済全体の「終局目的」の問題点を概して感じていな
い。この類型にはイギリスの古典派やその多数の継承者が入る。例えば，アダ
ム・スミス（A.Smith）は国民福祉が概念的に明白に作られた場合を除いて，
国民福祉は経済政策ではまったく自明の理であるo「この国民経済学の最も一般
的な概念である r国富』， r厚生』，『経済的厚生』などを殆ど実際の詳論に委ね
ることは典型的なイギリスの考え方であるoJ
第2の類型は，国民経済学が自主的な目的を持つことを明確に肯定している
ものである。この類型には，例えば，リスト（F.List），クラーク（C.
Clark），ビグー（A.C. Pigou），ヴィーザァ（F.von Wieser），フィリッポ
ピッチ（E.von Philippovich），ヴィルプラント（W.Wilbrandt），ペツシュ
(H. Pesch）などが入る。この目的の規範的性格はここでは政策目的の広範
な一致を明示する経験に基づいている。「歴史や経験は社会生活の常に大きく拡
大した領域がすべての熟考に結びつく異議，慣習，道義，法的規範，一般的な
価値の単一の原則を形成することを教えている。」特定の制約をつければ，第2
の類型の特徴はミュルダールの次の言葉で説明できるJその議論はあるまじめ
な凡人についてある特定の生活体験を確かめられる方法で準備できることがわ
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かるであろうおマックス・ヴエーパアとソ。ムバルトの認識批判の研究以来，政
策目的の設定問題を第1と第2の類型の様式で取り扱うことはできない。
第 3の類型に入るのは，ゴットル・オツトリーリエンフェルト（F.von 
Gottl-Ottlilienfeldt ），ノてック (J.Back），ヴァイベルト（G.Weippert）な
どである：これらの論者は現象学的哲学の認識に対するその狭義の本質的関係，
カトリック哲学を伴う狭義の類似性，国民経済学の明白な社会学的基礎を持ち
合わせている点に特徴がある。
第2節政策目的の設定に関わる価値判断問題
この節では，まず最初に，政策目的設定の際の価値判断問題には四つの側面
があることを指摘する。第2に，政策目的設定の際の価値判断排除ないし没価
値性の科学的論拠の所在を明らかにする。第3に，その価値判断の種類を説明
する。第4に，政策目的の設定に伴う経済政策決定過程における価値判断排除
問題を考える。
1 政策目的設定の際の価値判断問題の四つの側面
政策目的の設定は科学的経済政策の核心に関わることである。政策目的設定
の際の，さらに科学的経済政策，ひいては社会科学における価値判断問題ない
し価値問題とはどういうことであろうか。この問題にはいかなる側面があるの
であろうか。これらの問題については主にドイツ語圏の文献で既に優れた本格
的な所論が展開されているが，ここではその問題の科学的根拠を考えるのに多
くの示唆が得られるピュッツ，ヴィルヘルム・べーパァ（W.Weber）とトピッ
チュ（E.Topitsch），メーラァの所論に依拠して考える。
政策目的設定の際の価値判断問題には次の少なくとも四つの側面がある。
① 政策目的の設定は社会科学的問題設定の一つであるから，その設定は「価
値」いかんによって左右されやすい。その政策目的設定の科学的行動はその時々
の社会科学者の価値観すなわち価値に関する歴史的論点に依存するという見解
がある。この見解には議論の余地はない。このような主観的価値観には，何よ
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りもまず政策目的を科学的に設定しようと考えれば，極めて根本的で重要な意
味が秘められている。複雑きわまる現実の中からどのような問題が重要である
か否かを考えることを研究対象として選択する場合には，価値を認めるか否か
ということ，すなわち，「価値容認」（Wertung）が中心問題になるからである。
ただし，政策目的設定の際の価値条件は科学的客観的な価値容認問題を妨げる
ものではない。
② 政策目的の設定と仮想的な価値容認は社会科学の経験領域に属すること
である。具体的な価値観を持って政策目的を設定する過程は経済政策の意志形
成過程に関わる。この過程とともに，個人，国家，組織集団ないし結合などの
価値行動は基本的には科学的で客観的な叙述，解釈及び論証をわかりやすくす
るために必要なことである。
③ 政策目的はどのように設定すべきかは，価値のどこに問題点があるかを
追求すべきことであるo価値の問題点は科学的経済政策を含む社会科学が普遍
妥当的な判断を下す状況にあるのか否かという問題の中に存在する。従って，
価値の問題点は価値判断問題の中に存在する。
④ この価値判断問題の場合，「この問題について価値排除の科学に関する論
争の哲学的基礎とともに考慮することは不可欠であるり
このような政策目的設定の際の科学的経済政策，ひいては社会科学における
価値判断問題の側面を通じて，科学的経済政策は根本的にはその作用関連を説
明できるから，その相互作用の影響が及ぶか否かを認識することができる。つ
まり，ある政策目的を実現させるための客観的な条件を示すことができる。
この客観的な条件を示すためには，やはり価値判断問題の四つの側面がいず
れも「価値判断排除」（Werturteilsfreiheit ），「価値判断の種類Jに関連するこ
とを見逃してはならない。この価値判断排除は，科学的経済政策の担い手や経
済政策決定者が政策的なイデオロギーと政策目的の設定を行う際において価値
を考慮、しないと言うのではない。むしろ価値判断排除は具体的で科学的，客観
的な価値に基づいて政策的イデオロギーを考え，政策目的を設定することを意
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味する：この場合の価値判断排除は歴史的発展とその変化の中でその時々の論
争の特色，社会的・政治的・経済的な影響を受付て経済政策の担い手や経済政
策決定者が主観的価値観から客観的価値観を導き，政策的な現実を判断する過
程においてなされてきたわけである。このような価値判断排除の形成は国民経
済が「存在と当為」（Seinδollen）に関わる経験科学として，あるいは政策目的
を具体的に設定するものとして普遍妥当性を持つ説明ができるか否かという基
本問題の存在に関連させて考察されてきた。とりわけ，その形成はマックス・
ヴェーノてァの諸研究やその問題の複雑さに関連する科学的論争，特に1904年以
降の有名な価値判断論争過程においてなされてきたo この論争過程の中で価値
判断の種類も概念も論争の対象にされた。特に，存在論的価値判断と目的論的
価値判断が科学的叙述として認められるか否かが議論されたと同時に，価値判
断論争の問題点が明らかになり，価値判断問題のいくつかの側面も明らかにさ
れた。ここでは少なくとも四つの側面を指摘したわけである。
2 政策目的設定の際の価値判断排除の科学的論拠
政策目的設定過程の枠内で価値判断排除の科学的根拠のための様々な論拠，
とりわけ次の五つの論拠を挙げることができる。
(1) 「個人主義的自然法論J
この論拠は個人の自由を目指している。それによって個人の長所を考えた個
人の行動は「最大多数の最大幸福」，すなわち，「事前的に安定化した調和」に
おいて福祉の極大化をもたらせるべきであろう。自由主義のこの調和の命題に
は様々な経済観や社会観に基づく経済が含まれている。
(2）価値判断の根拠ともなる「普遍主義」
この論拠は何よりもまずカトリック社会論で代表されるものである。普遍的
な社会観によれば，多元社会全体ないし共同社会全体が個人よりも優位を占め
るべきであろうし，公共の福祉あるいは共益の考え方を支えた組織集団ないし
結合で表わされている。
(3) 「社会的連帯主義」
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この論拠も社会的公正の意味の統合と経済政策活動の公共の福祉指向性に関
わるものである。しかし，社会連帯主義の代表者は経済的社会的な個別問題に
対する姿勢に制約されている。
(4）存在論的価値判断
この価値判断の主張者，例えば，ゴットル・オットリーリエンフェルトは，
経済の一般的拘束力のある意味と目的について叙述している。それによって根
本的な存在論的価値判断，すなわち，欲求とその充足の一致を説明できる。ゴ
ットルはかつてはマックス・ヴェーパァに追随したが，後にはヴェーパァ理論
からまったく離れ去っている。ゴットルはヴェーパァが「神々の闘争」とみな
したものを生活統一体である「社会構成体」（SozialesGebilde）とみなして
いる。さらに，ゴットルはヴエーバァが主観的価値判断を排除したのに対して，
社会構成体に関わる存在論的価値判断を認めて，観念論的（イデオロギ－的）
価値判断と区別し，科学の政治化を主張した。この点がヴェーパァ理論とまっ
たく離れ去っていかざるを得なかった点である。
ゴットルは社会構成体のあり方の正しき，構成の良さの程度，生活性の向上
を問題視したが，この正しさ，良さ，向上そのものを究極において決定する規
準について論議しているo この論議がゴットルの説く価値判断論争であり，こ
の論争で問題視した価値判断をすべて個人的で主観的な主義，信条，信念に基
づく判断だけに限定している。この点についてはゴットルのような主観性説と
その他の論者の客観性との対立があった。
ゴットル・オットリーリエンフェルトは価値判断を総じて次の五つの種類に
区分している。
(i) 論理的価値判断（das logische W erturteil) 
この価値判断は論理あるいは思惟法則として思考の正しさについて判断する
ものであって，真理であるか否かの判断である。
(i）倫理的価値判断（<lasethische W erturteil) 
この価値判断は，人々の共同生活の立場から考えて，その道徳性の要求に対
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して正しいか否かの判断である。この判断は「教条」となり得るものである0
(i) 観念論的価値判断（das ideologische W erturteil) 
この価値判断は，判断する者の個人的で主観的な主義，信条，信念，見解な
どのいわゆるイデオロギーを前提として，これを規準とした正しいか否かの判
断である。
制存在論的価値判断（dasontologische Werturteil) 
この価値判断こそはゴットルの見解の特徴を示すものであるo この価値判断
は人々の共同生活の生活現実である「社会構成体」の「あり方の正しさ」につ
いての判断である。すなわち，その存在の正しさについての判断である。社会
構成体すなわち経済主体や国民経済はそれぞれの生存のために欲求を持ち，そ
の最大限の充足，国民所得の増大という政策目的を実現させる政策手段ではな
くて，既にそれ自体がそれぞれの目的の存在である。従って，経済効果を上げ
るためには，その目的である社会構成体を最良に構成して，その構成の良さの
度合を高め，ひいては生活性の向上を図る必要がある。このような生活過程の
効果を判断する規準が存在論的価値判断であり，「人々の意味のある行動」に基
づく判断である。この点にこの価値判断の責務がある。
(v) 目的論的価値判断（das teleologische W erturteil) 
この価値判断はある特定の政策目的を実現させるための政策手段がその政策
目的の実現に果たして妥当で、あるか否かという方法上の正しさについての判断
である。政策目的と政策手段の関連性を叙述する判断であると言える。
(5）知識社会学的接近方法
この論拠は人々の自己実現を求める人々の努力を目指しているものである。
この方法の代表者はホフマン（W.Hofmann）である。その努力が目指すもの
は人間中心主義（ヒューマニズム）の原理である。この原理は科学的知識を持
って人々の自由な自己実現を得ょうとするという考え方である。それでも，価
値形成過程は社会的な解釈が多元社会全体ないし共同社会全体を見えるように
視野を広げさせ，それに十分な普遍妥当性を一般的に通用するものに高めるこ
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とによって侵害されていくと言うのである。それに従って，多数の決定は客観
的で一般的な価値判断を浸透させることができるのかと言えば，それはできな
い。できるのは社会学であるとホフマンは述べている。
3 価値判断の種類
ゴットル・オットリーリエンフェルトは，既述のように，価値判断を五つの
価値判断に区分しているが，以下では順次次の四つの価値判断を説明する。そ
の際，ゴットルの見解を中心として，主にマックス・ヴェーパァ，ヴァイサァ，
ヴァイベルト（G.Weippert），ピュッツ，パック，シュツパン（0.Spann) , 
ミュルダール，ワトスン（D.S. Watson）の解釈も要点的に追思惟しながら，
それらの論述を吟味・検討して説明する。
(1）倫理的価値判断
この価値判断は社会科学者には存在論的価値判断の枠内で重要になるもので
ある。例えば，ワトスンは「倫理」とはsocialethicsを意味するものとして捉
え，それは社会経済的倫理あるいは政治的・経済的倫理であるべきであると考
えるので，倫理は「政府による社会的経済的行動あるいは経済外的行動の諸問
題に関する最高水準の考えを支配する，あるいは支配すべき格言であり，教訓
であり，熱望である」とみなし，正義，自由，公正，幸福，人道主義，進歩な
どの言葉で「人々の心の中に表わされるもの」である。しかし，ピュッツによ
れば，狭義の倫理で倫理的な善悪論を理解する場合には，倫理という概念を人
々の共同生活の秩序の規範に関する学問領域に拡大する場合には，広義の倫理
問題は社会科学，特に経済学や科学的経済政策論の問題になるo
(2）観念論的価値判断
この価値判断は科学的客観性の視点から単なる意見として，また非科学的判
断として表現すべき主観的な判断である。
(1）と（2）の価値判断についてはこの程度の説明にとどめて，次の③と④の価値
判断について詳説する。しかし，その前に科学的経済政策の価値判断の概念の
輪郭を捉えておく必要がある。
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第1に，その価値判断には経済現象の価値あるいは無価値に関する叙述が含
まれているということである。それには次の二つの意味がある。（i）その価値判
断は政策目的実現のための適合性に関連して政策手段を政策目的に適合できる
ように価値を認めるものである。（i）その価値判断は，どの政策目的が経済全体
にとって重要であり，価値を持つべきであるか否かについて判断を示す場合の
ものである。
第2に，その価値判断は民間部門の経済現象に大きな影響を及ぼす国家の諸
施策に関連するということである。つまり，それは政策目的，経済の法的規範
及び経済誘導に関する一つの価値判断である。
第3に，その価値判断は科学的・客観的な判断であるということである。こ
の内容には一般妥当性のある認識が含まれている。
(3) 目的論的価値判断
ピュッツによれば，目的論的価値判断の「目的」とはギリシャ語の Telosに
起因している。人々の行動に関する目的論的価値判断は目的整合性，すなわち，
政策目的を実現させるための行動の正当性についての陳述である。人々の行動
目的では，その目的の実現を図るべき価値を考える必要がある。従って，この
価値判断は価値あるいは無価値についての判断や特定の政策目的を実現させる
ための政策手段の整合性についての判断である。政策手段は政策目的に関連さ
せて目的論的な性格を持つことになる。この意味で，ゴットルも述べているよ
うに政策目的と政策手段の関係についての陳述である。この点、は，シユツパン
によれば，究極目的と優位目的（本章第4節参照）を区別できる。究極目的で
は本源的であって，さらに比較的高い価値に戻れない価値を実現させようとす
る。究極目的はそれ自体を得ょうとする目的であって比較的広範なより高い目
的を得ょうとする。
これに対して，優位目的には究極目的に比べて政策手段となり得る性格があ
る。つまり，優位目的にはそれ自体を改めて得ょうとして，その目的を実現さ
せる政策手段が必要であれば，その目的固有の特徴ないし’性格がある。例えば，
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割引政策は貨幣量の一つの規制手段であるとともに，貨幣価値の安定は貨幣が
一般的交換手段，計算手段，価値尺度，価値貯蔵手段として，しかも人々の欲
求とその充足を一致させる目的として役立つ優位目的であるにすぎない。その
一致は改めて人々の共同生活の構成の究極目的に，換言すれば，その生活単位
の永続的な状況と文化的成果に役立つ優位目的として把握することができる。
究極目的には独創的内容の真価がある。優位目的の内容は関係価値であるにす
ぎない。
目的論的価値判断の場合，その時々の目的は内容的にみて概念上明白に他の
語に書き換えられるべきである。目的論的価値判断では，この価値判断の目的
が実現されるべきものである以上，この政策目的への正しい道について叙述す
る必要がある。あるいは，この価値判断では，この政策目的を実現させる政策
手段を選べば，その次に生じる主要効果と副次効果を考慮する必要がある。あ
るいは，どの程度得ょうとする政策目的に関して合目的的か，非合目的的であ
るかという一つの政策手段を選ぶ必要がある。
この政策手段は正しく作用する。あるいは，様々な正しい政策手段を得ょう
とする目的（優位目的）は究極目的について相互に調和するものではない。目
的論的価値判断のあり得る科学性，すなわち，客観性，一般妥当性はすでに根
本的にマックス・ヴェーパァやゾ、ムバルトの所論で確証されている。
目的論的価値判断は，ヴァイベルトによれば，「より高次の秩序の目的論的価
値判断」（Werturteil hOherer Ordnung）と「より低次の秩序の目的論的価値判
断」（Werturteil niederer Ordnung）に区分できる。その際，「内在的J 目的論
と「外在的」目的論をどのように区別するかが問題となる。自然のありのまま
の合目的性を批判する場合，自然なありのままの説明，すなわち，社会活動で
はなくて組織的な活動という問題を論考している。組織的な活動は自然科学的
に，しかも機械的に説明できない。組織の本質は組織の部分が組織全体から決
定される全体こそは部分から成り立つという点にあるので，そのような説明は
できないわけである。この全体と部分の因果関係は機械的には理解しがたいこ
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とである。組織それ自体に関連した活動範囲は組織に目的整合性の印象を与え
ることであるo そのことで，諸組織の目的論的考察は必須であり，一般妥当的
なことである。それに直面して，組織的な活動に仮設的は考察方法として意義
のあることは人々の共同生活の構成範囲のための存在に適った説明原理として
役立つている。全体と部分の目的論的な関係（例。国民経済と企業の関係）は
社会的理性の本質を表わしている。この種の目的論はまったく「内在的」目的
論である。「内在的目的論は最終的に常に目的の多数の組織から一つの単位への
相互作用が問題である。」経済生活はすべて構成物で成り立っている。国民経済
は広大で最高の経済構成物である。その他のあらゆる経済構成物は「より低しり
部分構成物であるo この部分構成物の一部が家計，企業，諸組織集団ないし諸
結合は国民経済の目的に適合した経済主体に作用するものである。国民経済の
全体から判断する部分構成物とその一部は様式，大きさ及び数で決まるが，そ
れらは「より内在的な」目的論的価値判断の問題であり，対象である。このよ
うな価値判断をピュッツは「より高次の秩序」の価値判断と名づける。この価
値判断を「表面的な目的整合’性」と関係がある「より低次の秩序」の価値判断
が論理的に下位に階序づけられるからである。 「そこではある物は他の物に対
する実相であるにすぎず，従って政策目的に適合して使う場合の政策手段につ
いては総体的な目的整合性あるいは効用可能性に言及している。表面的な目的
整合性として極めて的確に特徴づけられる総体的な目的整合性は最終的に常に
他の物に対するある物に役立つことを心がけている。」ここでは，例えば，収益
増のための分業，生産費減少のための大量生産などの目的整合性を考えること
ができる。
ヴァイベルトの「より低次の秩序の目的論的価値判断」は，ピュッツによれ
は，技術的方法的な目的整合性の判断であると定義できるし，「より高低の秩序
の目的論的価値判断」は構成された目的整合性の判断であると定義できる。
目的論的価値判断は科学的経済政策では存在論的価値判断よりも極めて多く
の幅広い領域を占めている。目的論的価値判断の客観性は存在論的価値判断の
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それよりも容易に保証できる。しかし，より高い秩序の存在論的価値判断は実
践的政策的であり，理論的科学的であり，人々の共同生活の正しい構成には極
めて決定的な意義を持ち，多大の真実を十分に認識していることがわかる。
(4) 存在論的価値判断
ピュッツによれば，存在論的価値判断の「存在論」とはギリシア語の
Ontologie （存在学）を意味する。そのため，存在論的価値判断は存在学的な価
値判断であることになる。それでは「存在学」とは何か。存在学という言葉は
存在の形市上学に対する名称である。この存在学はこの多元社会ないし共同社
会や経済の存在学として科学的思惟の基礎として活用されているものである。
この点を最も広く考究したのは，既述のように，ゴットル・オットリーリエン
フェルトである。
多元社会についてでなく，経済について存在論的に考察する場合の考察対象
となる存在（Sein）は，経験科学の考察対象である歴史的な存在ではない。存
在はマックス・ヴェーパァやゾムバルトが論じた形而上学的に条件づけたもの
ではないからである。また，「物自体」というような形市上学の意味において，
あるいは「来世J というような宗教の意味において，あらゆる経験を超越する
存在でもない。このように，多元社会ないし共同社会や経済における存在学は
どのようにして科学的に可能であって必要であるのかという視点から把握すべ
きものであり，歴史的事実にも思弁的に構成されたあらゆる経験を超越した存
在領域にも関連しないものである。この意味の存在学には，具体的な外在的経
験の目的には到達できないが，理性的な内在的経験の目的には到達できる実在
がある。
ヴァイベルトは，次のように人々の存在は文化と結び、ついて存在すると考え
ている。「すべての創造された文化は人々の存在からのみ理解できるが，その文
化は再検討も可能である人々の存在可能性と結びついている。」人々の存在は
具体的な存在であり，当為存在の永続的な本質を認識して創造できるものであ
るから，外在的経験を通じて確認できる歴史的存在の認識から創造されるもの
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ではない。また，人々の存在は社会的存在であるから，この多元社会ないし共
同社会の当為存在もこの社会に内在する経験も得ることができるから，先験的
に経験を超越したものではない。その当為存在は社会的経済的な共同生活に必
要ないわば社会的理性を要求するものである。この意味で，「存在」と「当為存
在」を区別できる点がある。それは人々と多元社会ないし共同社会に存在し，
経験可能な本質的実在があれば，当為存在を認識することができる。
まず，当為存在の認識には，歴史を判断するための可能性があり，常に歴史
に何らかの方向性を示す規範を与える可能性もあるo この視点からみれば，存
在論的価値判断は経済の理性的で普遍的な現存在条件の尺度，すなわち，経済
の当為存在についての判断であると言える。また，存在論的価値判断は経済そ
れ自体の諸目的に関連する判断である。換言すれば，存在論的価値判断は経済
がどのような目的を必要とすべきであるのか，どのような目的が正しいのかを
明言することである。このことは究極目的に該当する。この究極目的から導か
れる優位目的にも該当する。
ここで，「究極目的」の論理的内容に関する性格について説明する必要があ
る。究極目的は少なくとも次の三つの場合，すなわち，（i）究極目的に基づく価
値概念に根本的に依存する場合，（i）その価値概念が最高の究極的な現存在の可
能性を秘めた場合， Gi)その価値概念が比較的高いものの正しさを認めるのに不
必要な場合に限り説明できる。
一般に，究極目的に関する問題は形而上学的にあるいは科学的に設定するこ
とができる。このような二つの設定方法は混同されていることをピュッツは指
摘している。混同しているのは，例えば，シュッパンである。シュッパンは文
化領域の基礎要因は科学，倫理・道徳，芸術，宗教，法律，つまり真，善，美，
法律であると考えている。他方，「価値が究極目的の意味で実現しない唯一の領
域は経済である。」このような混同には経済の本質的な目的は存在しないであ
ろう。経済の目的には経済外的性格ないし経済を超越した性格があるのに，共
同生活の究極目的に関する問いには科学的に答えられないからである。シユツ
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パンは価値も価値階序の中で相対的な真実価値だけを表わし，唯一の最高の価
値に関連しているので，神に関連していると考える。この世界像では一つの究
極目的だけが存在することになるので，シュッパンが究極目的として決定した
究極的な独立した価値の存在は考えられなくなる。
シュツパンは経済学的考察の場合の究極目的の存在意義を考える動機を与え
たわけである。究極目的そのものは他の領域から独立した経済にとって根本的
に重要なものであることがわかる。この意味では，究極目的の論理的内容に関
する性格などは問題にならないことである。
元に戻れば，この究極目的が存在論的価値判断に関連していることは否定で
きないということである。
4 政策目的の設定に伴う経済政策決定過程におげる価値判断排除問題
政策目的は民主国家の資本主義体制の複雑な経済政策決定過程において設定
されるものである。と同時に，組織集団ないし結合は法律の準備と経済政策の
表明の面，すなわち，「経済政策決定準備」にも，議会における法律の協議と可
決の面，すなわち，「経済政策決定認定」にも，経済政策の主要目的，副次目的
及び後位に階序づけた中間目的（本稿第4節参照）の設定とその比重に影響を
及ぼしている。国家の各種の専門委員会のメンバーと科学的貢献は政策目的の
設定と比重の置き方に参画する。経済政策の担い手である国家や経済政策の担
い手ともなる組織集団ないし結合はそのための議論を展開している。
この議論から，政策目的の設定を含めた「経済政策決定過程の構造」に関連
して，次の少なくとも四つのことを確認できる。
①政策目的は「経済政策決定準備」面と「経済政策決定認定」面の二つの
側面で決定されている。
②経済政策決定準備面では，大臣を中心とした所管官庁あるいは官僚の力，
専門委員会，審議会ヶ，諮問委員会，利益結合，圧力団体などの組織集団な
いし結合の代表者が作用を及ぼしている。その際，組織集団ないし結合は，
(i）各種の委員会や協議会を非公開でしかも利益結合の代表者で構成してい
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るので，（i）大臣を中心とした所管官庁は政党や所管官庁の力を強化するた
めに，利益結合の決定を事前的な法案計画を保証するように努めているの
で，。i}いわゆる官僚政治と諸組織集団ないし諸結合の接触が始まり，民主
的統制が加えられず，広範に生じるので，経済政策決定準備に強い影響を
与える。
③ 経済政策決定認定面では，利害に関わる協議会や専門委員会の出発点の
委員会を表わしている。
④ 経済政策活動やその決定の二者択一性は政策目的の決定過程の参画者に
は不平等に分与されている。それによって，諸組織や諸制度の構造は「個々
の要素に比例した勢力で決定された部分の利害は他の利害よりも強く突発
するのを助けるいわばフィルター組織として作用している。従って，経済
政策決定過程の結果はおおよその勢力均衡配分の場合に予想される他の結
果とは異なっている。」
ここで，経済政策の担い手や経済政策決定者は不平等な勢力状態を創り出し，
強化できる。その可能性の有無は二つの方法で，すなわち，（i）経済政策の担い
手や経済政策決定者がその決定や行動の基礎に置いている価値容認から受ける
影響を明白にする方法と（i）経済政策実施の前提を操作できる能力の有無を見分
ける方法によれば，明らかになることである。
様々な組織集団ないし結合と並んで，経済学者も協議会や専門委員会のメン
ノてーとして経済政策決定過程で不平等な勢力配分のもとでも協力するので，経
済政策決定準備と経済政策決定認定の際に社会科学者は価値容認の設定とその
適用に参画する。社会科学者が一般に正当化し，その状態で経済政策決定過程
の枠内において価値容認を付与するか否かという問題がある。これは長い間議
論してきた問題である。
「価値判断問題」には，既述のように，四つの側面を挙げた中で特に次の二
つの問題があることを改めて指摘する必要がある。
一つの問題は，経済学者が政策目的を本来決定できるのかということである。
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もう一つの問題は，政策目的設定の際に，科学はどのように役立つのかとい
うことである。
これらに関連したことは，マックス・ヴェーパアの価値判断排除論で考究さ
れている。それによれば，価値排除の客観的な認識は次の少なくとも三つの場
合に着目すべきである。
(i) ある政策目的に対する政策手段を検討する範囲内で，（i）政策目的の分析
の枠内で，つまり，ある政策目的をその相互関係とその意義に応じて検討すべ
きことであれば，（i)適用する政策手段との関連についてどのように表現するの
かという問題では，「価値判断論争」の過程において，（i）価値判断を排除した科
学それ自体の原理は一つの価値判断を表わしていること，（i）価値判断は歴史的
状況に依存して変化しやすいこと，（i)価値判断排除の仮説は価値決定や価値に
基づく政策目的の問題を科学的取扱いから一掃すること， ω本質的で形式的な
排除を求める努力が価値の基礎として認められる場合には，基本的な価値判断
（ヴァイサァ）を導くことはマックス・ヴェーパァの「価値判断排除の仮説」に
異議を申し立てることになるであろう。
価値判断問題及び政策目的設定過程に対する価値判断問題の異議は，次のよ
うに要約できる。
①個人及び経済政策の担い手や経済政策決定者の完全にしかも自由に操作
できる情報の必須のものである。
②存在論的価値判断と具体的な政策目的との矛盾は掘り出されるべきこと
である。
③ 多元社会ないし共同社会の成員全員が価値判断の客観的な利害を明白に
認識している場合には，政策目的の設定の判断と価値判断は多数の成員が
決定するか否かによって異なってくる。
④ そのため，ミュルダールの要求によれば，価値判断を明示的に導入する
必要がある。一般経済政策論はこの仮説的あるいは認識的に前提した判断
を前述の価値からの導入を厳しく検討する必要があるo逆に，「一般経済政
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策論は現実のあるいは将来の経済的社会的状況にとって重要である実際の
あらゆる行動の二者択一性を明示できるo ただし，一般経済政策論は価値
の解釈で確定した訓練について，あるいは教義的な設定について存在する
が，仮説的な諸目的と諸規範が議論され，実際に設けられた諸問題の克服
能力を説明するならばである。J価値の再検討はミュルダールが与えた行
動，すなわち，政策目的，その意識，特殊な性格と口答の厳格さを与える
ことに根拠を置くことができる。現実の望ましい状態を現実描写と混同し
ている意見があるo これは二つの要素，すなわち，存在の明言（見解）と
当為の明言（価値容認）は区別できることを解き明かす必要がある。当為
の明言は精確に表現し，その具体的な概念内容を検討すべきである。その
際，個々の価値容認が特定の組織集団ないし結合の実際の利害に関連し，
現実の構成に意義がある限り，確かめることができる。
マックス・ヴェーパァ以来の科学的論争で多くの重要な問題点が明らか
にされたが，価値判断論争は今日も続いている。それは学問の概念をめぐ
る論争であり，価値基礎のための価値を容認した叙述，あるいは対象領域
の専門的判断状況は基本的な価値判断を導入してもわかりやすいか否かは
疑問である。
⑤価値判断が現実の優れた認識を前提して設定されるような原理を表わし，
また価値判断が一般妥当的なもの，すなわち，多元社会ないし共同社会の
できるだけ多くの成員が参画できれば，価値判断は政策目的の基礎として
考察できるか否かを検討する必要があるo そのような価値と目的だけが主
観的設定に基づかず，ある合理的に動機づけられた一般的な価値容認に基
づいており，いつでもその批判に委ねるべきである合理的経済政策の関連
基礎を形成できるからである。
（未完）
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